
電気駆動自動車の展開と課題

環境研究領域 主席研究員

河合　英直

CO2 削減目標達成のために、輸送機関への更なる電力活用は必須であり、昨今の
蓄電池性能の向上により電気駆動自動車の実用化も現実的に考えられる様に
なってきた。 反面、多くはバッテリ性能の制約により、内燃機関車両と全く同等
には活用できない。このような状況にある電気駆動車両を効果的に活用してい
くための電気駆動車量の展開シナリオと交通研として検討しておくべき課題に
ついて述べる。

24 日

講演２
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Agenda 

背景 
 

今後の電気駆動車の展開 

 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

1. 基準整備 

2. 交通インフラシステムの検討と提言 

3. 大型車への電力活用 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

背景：運輸部門におけるCO2排出量 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

 運輸部門のＣＯ2排出量の約半分を占める公共交通や幹線物流を担う大型車
（バス、トラック）の低炭素化の推進は、重要な課題 

  
CO2排出量 

(ton/年) 
保有台数 
(2010年)  

一台あたりのCO2排出量 
(ton/年) 

年間販売台数 
 新車がCO2排出量５０％低減したと
すれば，削減されるCO2量 

乗用車（自家用） 120110000 66300000 1.8  4400000 3985551  
            
貨物（自家用+営業用，大，中，小型） 88660000 780000 113.7  43000 2443833  
            
バス（大型（路線，観光，都市間）＋小型 4580000 230000 19.9  24000 238957  

 大型車は台数は多くないが，年間に排出するCO2総量が大きいため，全体での
CO2排出量削減に対する効果は大きい 

・運輸部門排出CO2の87%が自
動車から排出 
・その内の約半分が自家用乗用
車，約4割がトラック，バス 
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乗用車普及目標 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

表：2020～2030年の乗用車車種別普及目標（政府目標）  

車種毎の棲み分け概念図  

← ガソリン車が半数程度占める 

← 電気自動車，PHEVと合わせて最大3割程度 

← ディーゼル乗用車が一割程度 

 EV,PHEV等電気駆動自動
車の導入を図ることも大切だ
が，並行してガソリン車の更
なる環境対応や，乗用車への
クリーンディーゼルの普及も
必要． 

図，表出典）次世代自動車戦略研究会，次世代自動車戦略２０１０ 
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EVに対するパラダイムシフトの可能性 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

EVに航続距離(レンジ)は必要なのか？ EVに航続距離(レンジ)は必要なのか？ 

必要ない 
（20~30kmの航続距離でよい） 

近距離コミューターなど 
半公共交通機関としての整備 

ガソリン車と同様に使いたい 
不安なくドライブしたい 

ある程度のレンジが必要 
(160~200km) 

高エネルギー密度バッテリ
開発，バッテリ大量搭載 
安全性の確保? 
バッテリコスト大 

エネルギー密度よりもバッテリ
安全性を重視したバッテリ開
発 
バッテリコスト低減，低価格化 

EV用バッテリに対する要求が変化 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

１．基準整備 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

工業標準（Standard） 
– 工業標準化法に基づくもの 

– 工業製品の品質、生産能率等の改善、取引・使用の単純化、公正化、合理化等の観点
から定める技術上の規格 

– 製造者等の遵守義務なし 

 

法規基準(Regulation) 
– 個別行政法に基づくもの 

– 安全の確保、環境保全、ユーザーへの情報開示等の観点から定める技術上の基準 

– 製造者等の遵守義務あり 

 

 
 

 工業標準と法規基準 
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電気自動車等について法規基準・工業標準の整備が必要な分野 

GMが約100km/l
と主張していた新
型車 

屋外コンセント 
（１１０Ｖ） 

普通充電器（２２０Ｖ） 

 「電池単体の 
基本性能」 

・電池セル，モジュール
の基本性能評価 等 

 「電池単体の 
基本性能」 

・電池セル，モジュール
の基本性能評価 等 

：法規基準 
（国土交通省） 

：工業標準 
（経済産業省） 

「スマートグリッド」 
・車両－送電網間の 
 インターフェース 
・再生可能エネルギー 
 地域余剰エネルギー 
  の有効活用 

「コネクタの仕様」 
 （車両側、充電器側） 
・形状、挿入位置 
・漏電防止等 

「コネクタの仕様」 
 （車両側、充電器側） 
・形状、挿入位置 
・漏電防止等 

「充電管理」 
・通信プロトコル 
・過充電防止 
・車両認証 

「充電管理」 
・通信プロトコル 
・過充電防止 
・車両認証 

「電装部品 
  統合制御」 
・通信プロトコル 等 

「電装部品 
  統合制御」 
・通信プロトコル 等 

「環境性能」 
・燃費、電力消費率 
・航続距離、耐劣化性 
・基本性能 

「漏電、発火等防止」 
・過充電、短絡 
・振動、衝撃、加熱 
・衝突時の破損等 

太陽光発電等の再生
可能エネルギ 
太陽光発電等の再生
可能エネルギ 

地域・家庭内の余剰
エネルギ 
地域・家庭内の余剰
エネルギ 

一
般
配
電
網 

一
般
配
電
網 

車両安全性確保 

ユーザーへの情報提供 

急速充電器（５００Ｖ） 

 「充電器の仕様」 
・電圧、電力 
・制御方法 
・充電器側コネクタ 
・課金システム 

 「充電器の仕様」 
・電圧、電力 
・制御方法 
・充電器側コネクタ 
・課金システム 

目的地・経路充電 家庭用中心 連携 

例 Li-ion電池モジュール 

例 EV車両側コネクタ 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 
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Li-ion電池に対する国際標準・強制基準 

電池システムの安全性： ISO１２４０５にて審議 
電池セルの安全性： IEC62660にて審議 
自動車用電池システムの安全性： SAE J2929にて審議 

輸送規制： 「危険物輸送に関する国連勧告」 

自動車の構造・性能規制：  
 「車両等の型式等の相互承認に関する国際協定（５８年協定）」ほか 
 ・通常使用状態での電気安全性能（ＥＣＥ規則第１００号） 
 
（今後の検討課題（例）） 
 ・自動車衝突時の電気安全性能（検討中） 
 ・事故等異常時のバッテリ安全性確保，バッテリ劣化時の安全性 
 ・航続距離・SOC表示、バッテリ性能表示（容量，出力，耐久性） 
 ・電費，CO2排出量評価 等 

自動車の構造・性能規制：  
 「車両等の型式等の相互承認に関する国際協定（５８年協定）」ほか 
 ・通常使用状態での電気安全性能（ＥＣＥ規則第１００号） 
 
（今後の検討課題（例）） 
 ・自動車衝突時の電気安全性能（検討中） 
 ・事故等異常時のバッテリ安全性確保，バッテリ劣化時の安全性 
 ・航続距離・SOC表示、バッテリ性能表示（容量，出力，耐久性） 
 ・電費，CO2排出量評価 等 

国際標準：経済産業省担当 国際標準：経済産業省担当 

国際基準（法規基準）：国土交通省担当 国際基準（法規基準）：国土交通省担当 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 
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２．交通インフラシステムの検討と提言 

環境対応車を活用したまちづくりの検討 
 

 モーダルシフトの検討 

– LRT（Light Rail Transit：次世代型路面電車） 

– BRT（Bus Rapid Transit） 

 

超小型モビリティを活用した新しい交通システムの検討 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

National Traffic Safety and Environment Lab., Japan 

３．大型車への電力活用 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

運輸分野への電力活用の課題と交通研の役割 

 路線バスへの電力活用 
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重量貨物車のEV化は可能か？ 

車両重量17t（車体10t車+積荷（半積載）7ｔ）の車両 
 従来ディーゼル車と同等の航続距離800kmを確保する為には，

約10 tonの電池搭載が必要． 
（電費1kWh/kmと仮定） 

 従来車の場合，搭載燃料（軽油）は約170kg 

 

内燃機関の効率向上 
＋ 電動技術による運動エネルギー回生 

重量車に対するCO2削減の本命技術 
重量HEV 

連続給電重量貨物トラック．．． 

鉄道輸送へのモーダルシフト 

貨物輸送のエネルギー源は、約7割が主として大型トラックに使われる軽油 

非現実的 

現実解 現実解 

現実解 現実解 
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大型ハイブリッド車の高効率化 

Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 

従来ディーゼル・バス 
ハイブリッド・バス 

国土交通省審査値 

4.25km/L 

 重量ディーゼル車のうち，エネルギー回生機会が多くHEVに有利と考えられる路線
バス車両において，従来ディーゼル機関バスとハイブリッドバスの燃費審査値は同一．
実際にハイブリッドバスを導入している運行業者から，ハイブリッドの燃費メリットが顕
著には現れていないとの意見もある． 

  

国土交通省審査値 

4.25km/L 

 ハイブリッドシステムで燃費向上，CO2削減効果を生み出す，減速，降坂時等の運
動エネルギ回生が効率的に行われていないことがその一因と考えられる． 

・HEVの回生効率を向上させる為のシステム要件，制御手法，蓄電装置特
性等について検討． 
・さらに，効率的に回生電力を活用できる，ハイブリッドディーゼルエンジン
システム（HEE System)について研究開始 

・HEVの回生効率を向上させる為のシステム要件，制御手法，蓄電装置特
性等について検討． 
・さらに，効率的に回生電力を活用できる，ハイブリッドディーゼルエンジン
システム（HEE System)について研究開始 
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まとめ 

 2030年度普及目標においても，内燃機関(ガソリン，ディーゼル)に
よる車両は８０％程度を占める．電気駆動のみならず，内燃機関
の地道な改良も継続する必要がある． 

 種々の電気駆動系車両の適材適所への導入 

 EVに対する考え方をあらためることにより，より安全で便利な交通
機関とできる可能性がある． 

 陸上交通全体を網羅している交通研の特色を生かした交通イン
フラシステムの検討と提案 

 大型車両への電力技術活用による効率向上検討 

 電気駆動系車両に，ユーザーが安心して乗れる，選択できる為の
基準作成等に尽力 

 

 
Terunao KAWAI, 24, Nov., 2010 
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